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研究成果の概要： 
 2005 年度から 2008 年度までインドネシア教育省特別支援教育局の支援の下に毎年 1 回、国

際協働授業研究会をインドネシアの 4都市で開催した結果、参加者の高い評価を受け、スラバ

ヤ国立大学は授業研究を研究目標として位置づけるまでになった。また、インドネシアの特別

支援教育に関する法律及び障害児体育の実態を調査した。さらに、モンゴルとウズベキスタン

の特別支援教育の実態を調査し、教育協力の方策を検討した。 

 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005年度 11,400,000 3,420,000 14,820,000 

2006年度 9,600,000 2,880,000 12,480,000 

2007年度 9,300,000 2,790,000 12,090,000 

2008年度 4,500,000 1,350,000 5,850,000 

  年度  

総 計 34,800,000 10,440,000 45,240,000 

 
 
研究分野：特別支援教育 

科研費の分科・細目：特別支援教育 

キーワード：開発途上国、国際教育協力、特別支援教育、授業研究、インドネシア、モンゴル、

ウズベキスタン

 

１．研究開始当初の背景 

(1)世界の潮流 

1990年3月にタイのジョムティエンでユネ

スコ、ユニセフ、国連開発計画(UNDP)及び世 

 

界銀行の共催で「万人のための教育」世界   

会議が開催され、基礎教育の普遍化が大目標



に掲げられた。続いて、1994年にスペインの

サラマンカで開催されたユネスコとスペイン

政府共催の「特別なニーズ教育に関する世界

会議」では、「万人のための教育」の幅広い

枠組みの内に、特別なニーズ教育を位置づけ

る機会となり、特別なニーズ教育の概念の重

要性が広く世界に認識されるようになった。

いわゆる、サラマンカ声明である。さらに、

2000年にセネガルのダカールでユネスコ、ユ

ニセフ、国連開発計画(UNDP)及び世界銀行の

共催で世界教育フォーラムが開催され、万人

のための教育に向けた「ダカール行動枠組み」

が採択された。 

(2)わが国の動向 

開発途上国に対する国際的な教育協力重

視の流れの中で、文部科学省は「国際教育協

力懇談会」を 10 回開催し、平成 14年 7 月に

国際教育協力のあり方について提言を行っ

た。それに呼応して平成 14 年 4 月に筑波大

学教育開発国際協力研究センター（CRICED）

が設立され、広島大学教育開発国際協力研究

センターにはない特別支援教育分野が新た

に設置された。その後、文部科学省は、国際

教育協力を推進するための拠点システムを

平成 15 年 5 月に立ち上げ、筑波大学教育開

発国際協力研究センターと広島大学教育開

発国際協力研究センターを中核とする拠点

システム構築事業を開始した。 

(3)拠点システム構築事業の開始 

平成 15 年度拠点システム構築事業で特別

支援教育分野を統括した事業代表者の中田

英雄は、国内の大学等の関係者と協働して

「開発途上国における障害児教育分野の現

地教育事情に関する研究」、「開発途上国にお

ける障害児教育分野の教育協力モデル指針

の研究」等をまとめ、途上国に対する特別支

援教育協力を推進するための基盤作りを行

った。さらに、平成 16 年度も拠点システム

構築委託事業を文部科学省と契約し、「開発

途上国における障害児教育分野の教育協力

モデル開発に関する基礎的研究」を他大学等

の関係者 20 名とともに実施した。 

(4)途上国との研究交流 

これまで平成 15･16 年度基盤研究（B）(1)

（研究代表者：中田英雄）でインドネシアの 

特別支援教育についてインドネシア教育大

学と協働で調査研究を行い、平成 15･16 年度

の拠点システム委託事業でもインドネシア

の特別支援教育分野における国際教育協力

のあり方を検討した。文部科学省新世紀国際

教育交流プロジェクトとして平成 16年 12月

にインドネシアのバンドンにある聾学校と

知的障害特別支援学校で日本とインドネシ

アの教師による協働研究授業を開催した結

果、日本の伝統的な授業研究がバンドンの教

育関係者に理解され、一定の評価を受けたこ

とが明らかとなった。授業研究が途上国の授

業や教師の質の改善に効果的であることが

推察された。   

一方、本研究の研究分担者である鳥越隆士

兵庫教育大学教授は、平成 14 年度から 16 年

度にかけて JICA（国際協力機構）の短期専門

家（開発福祉支援）として、ウズベキスタン

のタシケント教育大学と協働で教育協力を

実施し、現地のネットワークを確立している。

また、モンゴルの聾学校と国際交流の経験も

ある。平成 15・16 年度に中田英雄は、モン

ゴルの関係者や特別支援教育諸学校を訪問

し、モンゴル教育省教育研究所を中心とする

関係者間のネットワークを形成した。モンゴ

ル教育省教育研究所の研究員 1 名を 2005 年

11 月から 2006 年 2 月まで外国人研究員とし

て筑波大学教育開発国際協力研究センター

に招聘した。 

以上のような背景を踏まえ、本研究は途上

国の特別支援教育への国際教育協力として

どのような方法が効果的であり、可能である

かを検討することにした。 

２．研究の目的 

(1)第1の目的は、特別支援教育協力モデルを開

発するために途上国の特別支援教育に対する

ニーズや現地事情を調査研究し、わが国のどの

ような特別支援教育経験が途上国で有効であ

るかを検討することである。これまでの研究交

流を考慮して途上国としてインドネシア、ウズ

ベキスタン、モンゴルを対象にした。 



(2)第2の目的は、わが国の特別支援教育経験に

根ざした特別支援教育協力モデルを開発し、途

上国でそのモデルの有効性を検討することで

ある。 

(3)第 3 の目的は、途上国の特別支援教育の

実態を調査し、教育協力の方策を検討する

ことである。 

３．研究の方法 

(1)国際協働授業研究会の実施 

インドネシア教育大学を中心とする全国

の大学の特別支援教育学部教員から成る研

究チームを結成し、日本の授業研究がインド

ネシアにおいても効果があるかどうかを実

証するために国際協働授業研究会を立ち上

げた。同研究会では、日本とインドネシアの

現職の教師が体育と算数の授業をそれぞれ

行い、授業直後に参加型研究協議会を開き、

よい授業について協議した。言語の壁をでき

るだけ低くするために体育を採用するとと

もに軽度の知的障害児を対象とした算数を

取り上げた。さらに、両国の教師が協働で体

育と算数の授業を行った。両国の教師は、体

育と算数の指導案を作成した。指導案は、日

本語とインドネシア語に翻訳された。同研究

会の閉会式前にアンケート調査を実施した。

インドネシア教育省特別支援教育局は同研

究会を特別支援教育現職教員研修の一環と

して位置づけ、筑波大学教育開発国際協力研

究センターの協力を要請し、平成 18 年 6 月

に両組織は覚書を結んだ。また、インドネシ

アにおける特別支援教育の法整備やカリキ

ュラムに関する調査と障害児体育の実施状

況に関する調査を行った。 

 (2)ウズベキスタン・モンゴルにおける特

別支援教育の実情調査 

 両国の特別支援学校、とくに聾学校を中心

に訪問し、教員に聞き取り調査を行うととも

に、日本人教師が授業を行った。また、ウズ

ベキスタンの聾学校と日本の聾学校がテレ

ビ会議を行い、国際理解教育を実践した。 

４．研究成果 

(1)国際協働授業研究会の成果 

2005 年 8 月に東ジャワ州教育委員会、スラ

バヤ大学附属グダンガン特別支援学校、保護

者の協力で、スラバヤ国立大学は知的障害の

ある小学生を対象にした国際協働授業研究

会を開いた。日本の現職教員 3名（東京都立

あきる野養護学校、茨城県立鹿島養護学校、

筑波大学附属大塚養護学校）が参加し、体育

と算数の研究授業を行った。インドネシアに

授業参観の文化がないので、これはインドネ

シアの教師にとって初めての研究授業であ

った。日本人の現職教員の授業参観と授業直

後の参加型研究協議会を初めて体験した現

地の教師らは授業研究の意義と重要性を理

解したことが研究協議会で明らかになった。

参加者は約 150 名であった。スラバヤ大学は

2006 年から国際協働授業研究会を参考にし

た授業研究を取り入れ、インドネシアの学校

文化にふさわしい方法と内容を目指して本

格的に普及活動を進めている。スラバヤの国

際協働授業研究会後に国際協働授業研究の

モデル開発に着手することにした。 

 2006年8月にパダン国立大学で同研究会を

開催した。日本の現職教員 2名（沖縄県立糸

満小学校と横浜市立本郷養護学校）が体育と

算数の研究授業を行い、指導案を作成した。

パダン第 2知的障害特別支援学校の教員も体

育と算数の研究授業を行った。参加型の研究

協議会で学校長グループは、協働授業研究会

が普及に値するモデルであると高く評価し

た。参加者は約 320 名であった。 

 2007 年 8 月にスラカルタの 3 月 11 日国立

大学で同研究会を開催した。ここでも 2006

年と同様に、日本の現職教員 2名が体育と算

数の研究授業を行い、指導案を作成した。筑

波大学附属久里浜特別支援学校の教頭、教員

2 名が参加した。2 名の教員の授業は、現地

の参観者に深い感銘を与え、参加型の研究協

議会で授業研究が授業の質改善に効果的で

あることが指摘され、アンケート結果にも反

映されていた。参加者は約 200 名であった。 

 2008年8月にジョグジャカルタ国立大学で

同研究会を開催した。ここでも日本の現職教

員 1名（岐阜県立岐阜聾学校）と教師志望の

研究員 1 名が算数と体育の研究授業を行い、



指導案を作成した。日本とインドネシアの教

員による研究授業は、参観者に強い印象を与

え、授業研究の意義と効果が認識されたこと

が参加型研究協議会とアンケートの結果か

ら推察された。 

過去 4回の国際協働授業研究会を開いた結

果、特別支援学校の教員ばかりでなく主催大

学の大学教員に授業研究の意義と効果を認

識させる結果となった。インドネシアの特別

支援教育学部教員や学校現場の教師が理論

から実践に目を向ける契機となり、国際協働

授業研究会開催の要望が各地の現職教員か

ら寄せられるようになった。インドネシア教

育省は現職教員研修に組み入れた国際協働

授業研究会の効果を評価し、今後も研修会に

授業研究を組み込んでいく予定である。日本

式の協働授業研究がインドネシアの特別支

援教育に大きなインパクトを与えているこ

とがわかる。 

(2)日・イのカリキュラムの比較検討 

 現行のインドネシアの特別支援学校学習

指導要領は、視覚障害(A)、聴覚障害(B)、軽

度知的障害(C)、中度知的障害(C1)、肢体不

自由(D)、社会的不適応(E)の障害種別に分か

れている。日本では準ずる教育を基本としな

がらも、教育課程編成の特例が示されてお

り、柔軟なカリキュラム編成が可能となって

いる。しかし、インドネシアではカリキュラ

ムの規定にある通りに指導することになっ

ており、教師は子どものニーズに応じた柔軟

な指導が困難な状況にある。将来、カリキュ

ラムに関する日本・インドネシア国際会議の

開催が不可欠であろう。インドネシアでは教

科として宗教が設定されていることが特色

である。インドネシアでは 90％がイスラム教

徒であるが、プロテスタント、カトリック、

ヒンズー教、仏教の内容も学習指導要領で示

されている。いずれも学年ごとに前後期に分

けて示されている。いずれの宗教において

も、知的障害特別支援学校と聴覚障害特別支

援学校における基本的枠組みは同じである。 

インドネシアの文化・伝統の尊重や神に対す

る敬意などの文言がみられる点が特徴的で

ある。日本の道徳に相当する内容がすべての

教科の根底となっていることが察知される。

日本では、新しい学習指導要領において道徳

の指導に当たっては各教科等の関連を図り

ながら行うことが新たに示されが、この点に

ついては賛否両論の議論が交わされている。

インドネシアの学習指導要領においては自

明のこととして記されている点とは異なっ

ており、文化的・社会的背景の相違がうかが

われる。 

(3)インドネシアの特別支援教育に関する

法整備 

1997 年障害者基本法の分析により、同法に

おいて障害児者福祉に関する一定レベルの

基本的枠組みが構築されていることが明ら

かにされた。全体として、インドネシア国民

としての障害者の立場、権利、義務及び役割

は、その他の国民と同じものであるとの認識

が示されていた。また、本法におけるキーワ

ードは「機会均等」と「アクセシビリティー」

であり、具体的な活動は「リハビリテーショ

ン」、「社会援助」、「社会福祉水準の維持」の

3 つに集約されることが判明した。特に、均

等な機会の確保については、教育と就労に対

して重点が置かれており、「障害者基本法」

において教育は主要な柱にとして位置づけ

られている。したがって、インドネシアの障

害児教育を検討するに当たっては、教育的側

面からだけではなく、福祉的アプローチも併

せて行う必要性があるといえる。 

(4)インドネシアの障害児体育の現状 

障害児体育は調査対象となった 66 校の学

校のすべてで実施されており、週1回が65％

を占めていた。インクルーシブ体育を行って

いるのは 42％で、47％は行っていなかった。

障害児体育は十分に整備されていると 64％

が回答し、運動施設に満足かどうかの問いに

対して 67％が不満足と回答した。日本から

の教育協力を望むかどうかの問いに対して

69％が望むと回答した。インドネシアは障害

者の体育に対して熱心であり、2004 年にア

ジアの障害者体育・スポーツに関する国際会

議を開催したことがある。全体的にインドネ



シアの学校教師の体育や保健に対する関心

は決して高くはない。体育はお互いの国の文

化を超えて共通する内容があり、国際教育協

力の有力な方法になると思われる。 

 (4)ウズベキスタンとモンゴルにおける特

別支援教育の実情 

ウズベキスタンとモンゴルの特別支援学

校、とくに聾学校の調査を行った。平成18年

にウズベキスタンの101聾学校を見学し、学

校長とタシケント教育大学のカウンターパ

ートから聞き取りを行った。101聾学校は

1924年に設立され、生徒数は217名であった。

150名が寄宿舎で生活している。入学に当た

って聴力検査と入学審査がある。聴力レベル

が80デシベル以上であると聾学校に入学可

能である。児童生徒の聴力レベルは90から

100デシベルが最も多く、90デシベル以下は

少数である。教室を見学した結果、教材が少

ないことが推察された。また、児童生徒と教

師が手話を活用して、コミュニケーションを

図ることが重要であるが、教師が手話を活用

できないために効果的な指導が困難である

ことが推察された。手話の普及を図ることが

教育協力の課題になることがわかった。ウズ

ベキスタンの聾学校と日本の聾学校の間で

テレビ会議が行われ、国際理解教育の可能性

が検討された。モンゴルの特別支援学校の調

査が2008年1月と11月に行われた。ウランバ

ートル市の3つの学校と1施設、エルデネ

ト市及びダルハン市の学校2校と2施設、

ドルノード県の学校を1校とセンター等

の3施設を見学し、インクルーシブ教育

や施設の実態を調査した。障害のある子

どもたちの就学状況と授業の様子、教員

や保護者の聞き取りからモンゴルの特

別支援教育の現状を把握することがで

きた。 
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